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文部科学省高等教育局専門教育課課長補佐         

辻  直 人 氏 

 
文部科学省高等教育局専門教育課課長補佐をして

おります辻と申します。本日はどうぞよろしくお願

いいたします。 

 本日、北陸信越工学教育協会の年次シンポジウム

が開催されるに当たり、関係の皆様、本日、幹事校と

してご尽力いただいた信州大学の関係の皆様に御礼

申し上げます。また、本日このような機会をいただ

きまして、ありがとうございます。本日の年次シン

ポジウムが実りあるものになりますようお祈り申し

上げます。 

 それでは、基調講演ということで、「大学における

工学系教育の在り方について」お話ししたいと思い

ます。 

 最初に高等教育改革の動向について、どのような

動きになっているのか全体的な話をして、次に理工

系人材育成に関する産学官円卓会議について簡単に

触れまして、本日は、「大学における工学系教育の在

り方について」中心にお話しいたします。また、その

関連ですが、数理・データサイエンス教育強化、

Society5.0に対応した高度技術人材育成の取組のほ

か、「人生100年時代構想会議」や「まち・ひと・し

ごと創生会議」などの動向と、その他関係施策とし

て、社会人学び直しにも触れたいと思います。 

 最初に高等教育改革の動向でございます。 

 
図 1 

 【図1】をご覧いただきますと、「一億総活躍社会」

の実現ですが、生産性革命や第４次産業革命による

経済成長の実現、地方創生、子育て支援、教育再生、

生涯現役社会などとありますけれども、その中で大

学教育に関しては、このような動きになっておりま

す。高大接続については、今、大きな改革が進められ

ております。そして、大学教育改革ですが、３ポリシ

ーによる教育の質的転換に加え、分野別の専門人材

の育成、分野別の教育振興が重要になってきており、

本日お話しする理工系分野の工学分野については、

以前、大学における実践的な技術者教育の在り方に

関する検討が行われましたが、工学教育全体を取り

上げて議論を始めたのは、ここ数年でございます。 

 数理・情報関係の人材育成機能の強化も重要であ

り、これらの大学教育改革や、大学院教育改革とし

て、「卓越大学院プログラム」構想、専門職大学院の

機能強化といった取組を進め、これら全体として大

学教育の改革を進めているところです。 

 学術の振興、社会への対応ということで、スーパ

ーグローバル人材育成の対応や、産業構造・イノベ

ーションに対応した人材育成、地方創生・人口減少

への対応、学術研究の進展への対応も重要な柱とな

っております。また、これらの取組を進めていくに

当たってのガバナンス改革・基盤整備ということで、

国立大学改革や私学の振興、地方大学の振興も関連

しますが、これらに加えてガバナンスの改革、また

奨学金事業の充実を図るなど、一体となって取組を

進めていく必要があるということでございます。 

 

図 2 

 高等教育の「システム改革」、「教育研究の質の向

上」、「アクセス格差の是正」を一体的に推進とあり
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ますが、【図2】のとおり、教育分野の中でも特にイ

ノベーション創出と人材育成の中核となる高等教育

について、抜本的な教育改革と投資の強化が急務で

あり、高等教育のシステム改革、教育研究の質の向

上、アクセス格差の是正をスピード感を持って一体

的に取り組んでいく必要があるということです。 

 今後の一体改革の３つの柱としまして、１つ目は、

18歳人口の減少を見据え、教育研究の基盤強化に向

けた高等教育のシステム改革、２つ目は、イノベー

ション創出と生産性の向上に向けた教育研究の質の

向上、３つ目は、意欲と能力のある全ての者の進学

を可能とし、格差の固定化を阻止するための高等教

育のアクセス格差の是正を図っていくということで

す。 

 18歳人口が減っていく中で、2040年ごろの社会を

見据えた高等教育の将来ビジョンの策定が急務であ

り、これらの改革を進めていく必要があるというこ

とです。【図3～5】は、本年４月に経済財政諮問会議

で当時の松野文部科学大臣からプレゼンを行った資

料でございます。 

 

図 3 

 

 

図 4 
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 １点目の高等教育システムの改革ですが、18歳人

口が減少していくことが予想されております。特に

地方には小規模の大学が多く、その対応が急務とな

っているところでございます。【図3】内の人口減少

のデータですけれども、18 歳人口は 1992 年では約

205万人でしたが、2017年では119万人、2040年に

は88万人になるという推計もあります。また、小規

模の大学が多い地方では定員割れしている傾向があ

るということで、改革の方向性としては、国公私立

の枠を超えた連携・統合の可能性の検討や、地方に

必要な人材を育成するためのプラットホームづくり

などの取組を進めていく必要があるいうことでござ

います。 

 ２点目の教育研究の質の向上とイノベーションの

創出を推進ということですが、我が国の労働生産性

は低い水準にあること、論文生産が伸び悩んでいる

こと、若手研究者の任期の無いポストが減っている

という現状があります。これらを踏まえた改革の方

向性としまして、一つは教育の質の向上と実践的教

育の強化を図るということであり、産業界等と連携

し実践的教育を行う大学づくりが必要となってくる

ということでございます。主専攻・副専攻の活用、Ａ

Ｉ、数理、データサイエンス等のイノベーション人

材の育成、工学教育改革、産業界との連携による教

育カリキュラム等の開発などの改革と合わせて、社

会人のニーズに応える教育研究を行う大学づくりと

して、社会人の学び直し支援も重要になってくると

いうことでございます。また、イノベーション創出

力の向上として、高度な研究を行う大学に係る取り

組みを推進していくということも非常に重要な点で

す。 

 ３点目の高等教育へのアクセス格差の是正ですが、

格差の固定につながらないようにすることと、教育

費負担が少子化につながっているということを変え

ていく必要があるということでございます。両親の
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年収が子供の進学先にも影響を与えており、進学率

に差があるというデータもあります。また、地方で

は進学率が低く地方間格差が拡大しているというこ

とでございます。これらを踏まえた改革の方向性と

しましては、高等教育段階の教育費負担を軽減する

ことが不可欠であるということで、近年、給付型奨

学金が導入されましたが、これらの充実や、授業料

減免の拡充、無利子奨学金の充実などに取り組んで

いく必要があるということでございます。 

 次に、理工系人材育成に関する産学官円卓会議に

ついてでございます。文部科学省では平成27年３月

に「理工系人材育成戦略」を策定しまして、理工系人

材の戦略的育成の取組を進めているところでござい

ます。取組の一つとして、産学官の対話と協働とい

うことで「理工系人材育成に関する産学官円卓会議」

（以下「産学官円卓会議」）を設置しまして、産業界

で求められている人材の育成や育成された人材の産

業界における活躍の促進方策等について産学官それ

ぞれに求められる役割や具体的な対応を検討してま

いりました。【図6】 

 

図 6 

 

産学官円卓会議では、産業界の将来的な人材ニー

ズを踏まえた大学等における教育の充実方策、企業

における博士号取得者の活躍の促進方策、初等中等

教育等における産業を体感する取組の充実方策など

理工系人材育成戦略を踏まえた産学官の行動計画に

ついて、産業界と大学等の有識者の方々に参画いた

だいて検討を進め、平成28年8月、産学官が協働し

て理工系人材の育成に取り組む「理工系人材育成に

関する産学官行動計画」（以下「産学官行動計画」と

いう。）を策定しております。【図7】大きな柱として

３つあり、産業界ニーズと高等教育のマッチング方

策、専門教育の充実、産業界における博士人材の活

躍の促進方策、理工系人材の裾野拡大、初等中等教

育の充実に係るこれらの取組を産学官がそれぞれの

立場で取り組んでいくことになっており、今、実行

の段階にあるということでございます。この産学官

行動計画については進捗状況のフォローアップを行

い、ＰＤＣＡサイクルを回していくことにより、実

現していくこととしています。 

 

図 7 

 続きまして、大学における工学系教育の在り方に

ついてです。 

 まず、工学教育の経緯・背景から見ていきたいと

思います。1871年（明治４年）に工部省「工部寮」、

後の工部大学校になるもの、が設置されました。そ

の当時、予備、専門、実地、各２年の計６年の工学教

育が開始され、学科の構成は土木、機械、造家、電信、

化学、冶金、鉱山の７学科でした。その後、1886年

（明治19年）に帝国大学令が公布され、東京帝国大

学になり、帝国大学工科大学が置かれたということ

です。当時の学科構成は、土木工学、造家学、機械工

学、造船学、電気工学、採鉱及び冶金学、応用化学の

７学科であり、これは工部大学校を踏襲していると

いうことでございます。 

 1951年（昭和26年）、第二次世界大戦後に、ＧＨ

Ｑから戦後の日本を再生すべく派遣された日本の工

業教育に関する使節団が、対日工業教育顧問団報告

書をまとめております。その中で、「工学教育は一つ

の広い一般産業のうちの狭い分野における専門化を

避けるべき。学者との違いに言及し、工学は生産過

程や機械について工業的問題の解決と同時に経済的

な解決が必要」という指摘がされているところです。

その当時、現在の工学教育が課題としているような

問題点が既に指摘されていたということは注目すべ

き点かと思っております。 

 1962 年（昭和 37 年）には高等専門学校が創設さ

れ、工業技術者養成のための高等教育機関として発

足いたしました。また、現在では、情報関係が重要な

分野になってきていますが、1970年（昭和45年）に

京都大学工学部、大阪大学基礎工学部に情報工学科
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が初めて設置されました。その後、国立大学法人化

などの動きがあったところでございます。 

 次に、データを見ていきたいと思います。 
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図 12 

 

図 13 

 

【図8】は、工学系学部志願者数の割合の推移で、平

成19年度以降は上昇に転じているところです。 

【図9】は工学系学部の志願者・入学者の推移で、平

成21年度以降はほぼ横ばいになっています。 

【図10】は、工学関係学科別入学者数について平成

２年度と平成26年度を比較したものです。構成割合

にそれほど大きな変化がない機械工学、電気通信工

学、土木建築工学、応用化学分野がある一方で、その
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他の分野は増えています。 

【図11】は工学系大学の学士課程の産業別就職者数

について平成２年度と 26 年度を比較したものです。

製造業は、平成２年度は53.84％であったのが、平成

26 年度は 26.38％になる一方、運輸・通信業は、平

成 2 年度は 2.42%であったのが平成 26 年度は

18.69％に増えています。これは、学生が様々な分野

に就職していると見ることもできるかもしれません

が、産業構造が変化しているとも見ることができる

のではないかと思います。学科の構成は大きく変わ

っていないので、学科の構成が産業構造の変化に合

っていないという見方もできるのではないかと思い

ます。 

【図12】は、工学系修士課程志願者数の割合の推移

です。平成22年度以降はほぼ横ばいで推移していま

す。  

【図13】は、工学系修士課程の専攻分野別入学者数

ですが、その他の分野が平成２年度は15.25％であっ

たのが、平成 26 年度は 40.53％に増加しています。 

 

図 14 

 

 

図 15 

 

図 16 

【図14】は、工学系修士課程の産業別就職者数です

が、製造業が大半を占めており、平成 2 年度と平成

26 年度を比較すると、学部ほどの差はないですが、

運輸・通信業が増えているのが特徴です。 

【図15】は、工学系博士課程志願者数の推移ですが、

博士課程の志願者数は平成 15 年度をピークに減少

傾向にあります。 

【図16】は、ＯＥＣＤのデータから作成したもので

すが、高等教育修了者の専攻分野を見ますと、我が

国は理系卒の割合が諸外国と比べて低い状況です。 

  

また、工学系教育の在り方についての検討を行う

に当たって、工学分野において、教育面を中心にど

のような状況になっているのかアンケート調査を行

いました。これは、文部科学省の委託事業により実

施し、千葉大学に委託して「工学分野における理工

系人材育成の在り方に関する調査研究」としてまと

めていただいたものです。調査対象は大学と企業で

あり、特徴的な調査結果を取り上げたいと思います。 

まず【図17】の教育分野・関連分野ですが、図の

左が大学、右が企業です。各分野の棒グラフの左か

ら３番目の部分は、大学は「現在教育していないが

今後教育する予定である」と回答している割合、企

業は「現在は関連していないが今後関連が深まると

思われる」と回答している割合ですけれども、大学

はどの分野においても、「現在教育していないが今後

教育する予定である」という回答が少なくなってい

ます。一方、企業は、どの分野においても、「現在は

関連していないが今後関連が深まると思われる」と

いう回答が大学よりも多くなっています。例えば、

環境の分野では、大学は「現在教育していないが今

後教育する予定である」という回答は４％ですが、

企業は「現在は関連していないが今後関連が深まる

と思われる」という回答が大学よりも多く、社会・地

域・生活・福祉、経営・マネジメント、医学・医療・
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人間といった分野も同じような傾向であり、大学と

企業で差が出ています。 

 

図 17 

 【図18】の分野横断的な科目の開講状況について、

大学の回答結果を見ますと、学部の専門教育科目で

は、同じ学科内の異なる分野の教員と共同で教えて

いる専門教育科目は 64％であり、他学科となると

37％、他学部となると12％とだんだん少なくなりま

す。一方、修士の授業科目では、同じ専攻の異なる分

野の教員と共同で教えている授業科目は30％で 

あり、他専攻となると18％、他研究科になるともっ 

と少なく８％というのが現状であり、学部、研究科

を越えた連携が少ないと言えるのではないかと思い

ます。 

図 18 

【図19】は専門基礎科目の必要性についての企業

と大学の回答結果です。図の縦軸が企業で、上に行

くほど必要性は高い、多くの業務で役立つと回答し

ている科目です。横軸は大学で、右に行くほど必要

性は高い、全ての学生に必要であると回答している

科目です。企業も大学も力学は重要視している一方

で、企業と大学で少し差があるのは、マネジメント

や知的財産権です。また統計学は、今データサイエ

ンスの重要性が言われておりますが、企業も大学も

比較的重要視し、必要性が高いと回答しています。 

 
図 19 

 

図 20 

【図20】のプロジェクト型教育について、ＰＢＬ

（Project Based Learning）と言われているもので

すが、課題の解決を目的として学生がチームを組み、

自主的・主体的に取り組む実践的手法です。修士で

すと「開講していない」という回答が７割になって

いまして、専門科目での開講は少ないということで

す。また、プロジェクト型教育において育成を重視

している・重視すべき能力について大学と企業に聞

きましたが、大学、企業のいずれも課題解決力、自主

性・自立性、課題発見・設定能力、コミュニケーショ

ン能力の育成を重視しているということでした。 

卒業研究、修士研究、博士研究のテーマ決めにつ

いて（【図21】）、卒業研究は究極のＰＢＬであるとい

う意見もありますが、「学生本人の希望と提案をもと

に教員と相談」して決めているという回答は、「多い

と思う」と「どちらかといえば多いと思う」を合わせ

て、学部では 9％、修士では少し増えて 21％、博士

でも低くて18％であり、学生の自主性を醸成するこ

とが課題ではないかと思います。 
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図 21 

 さらに、海外の実地調査として、アメリカとドイ

ツの大学等に調査を行いました。海外大学のカリキ

ュラムの構成は日本と違うということです。学科、

学年の縛りがなく、自由度の高いカリキュラム設定

であること、全授業に占めるプロジェクト型授業の

割合が高く、アメリカでは複数のプロジェクト型教

育が必修になっています。ドイツでは学生をエンジ

ニアとして雇用しプロジェクトへ参加させることも

多いということであり、即戦力、リーダーシップ、マ

ネジメント、チームワーク等の能力の育成プロジェ

クトを実施しているということでした。 

海外大学では、実践的な教育が行われているとい

うことが特徴で、アメリカでは内容が実践的で実技

の授業数が多いこと、ドイツでは具体的なテーマを

解決するために必要な技能を習得するというアプロ

ーチの授業が主であり、１学期間のインターンシッ

プ・プロジェクト学習が必修になっており、授業の

中で、ある技術に関する専門知識だけではなく、そ

の技術の応用性、市場ニーズの多様性などを教えて

いるということでした。 

海外の産学連携は緊密であり、アメリカではスポ

ンサーがプロジェクトを全面的にサポートしており、

多くの大学教員は研究資金を外部から調達する努力

をしていること、ドイツでは研究資金の３分の１が

企業からの出資であり、産学連携機構であるフラウ

ンホーファーが大学に隣接していて、積極的に大学

教員を取り込んだ運営が行われているということで

した。また、日本の産学連携は、欧米に比べると緊密

とは言えないところがあり、組織的な連携体制がな

いということが課題ではないかと思います。 

 

 次に、工学系教育改革に関するこれまでの経緯に

ついて、簡単に触れたいと思います。動きの一つと

して、平成 28 年 11 月に政府の未来投資会議で優先

的に取り組むアジェンダとして工学教育改革が取り

上げられました。その後、文部科学省において「大学

における工学系教育の在り方に関する検討委員会」

（以下「検討委員会」）を設置して検討を開始し、平

成29年６月には「科学技術イノベーション総合戦略

2017」や「未来投資戦略2017」が閣議決定され、工

学教育改革についても盛り込まれているところです。

未来投資戦略 2017（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）

においては、学科縦割り構造の抜本見直しや、学士・

修士の６年一貫制など教育年限の柔軟化、主たる専

門に加えた副専門分野の習得など、具体的な制度改

正の在り方について本年度中を目途に検討しつつ来

年度から順次実施し、2019年度からの本格実施を目

指すこととされております。平成29年６月には、検

討委員会における議論を、「工学系教育の在り方につ

いて（中間まとめ）」として取りまとめたところでご

ざいます。 

 

図 22 

 【図22】は検討委員会の概要でございますが、趣

旨としては、第４次産業革命や「超スマート社会」

（Society5.0）の実現に向けて、技術革新を社会実装

につなげ、産業構造改革を促す人材を育成していく

必要があることから、大学における工学系教育のシ

ステム改革を進めていくということでございます。

検討の視点としては３つあり、いつの時代も変わら

ない基盤的な工学系教育の在り方、５年～10年で変

化する時代の波へ対応する工学系教育の在り方、新

たな時代を創り出す人材輩出を目的とした工学系教

育の在り方についてです。主な具体的な論点として

は、学部・大学院の教育体制、教育課程の在り方や産

学連携教育の在り方などであり、検討委員会は産業

界と大学関係者の有識者に参画いただき、ＫＤＤＩ

株式会社の小野寺取締役会長に座長を務めていただ

いて、検討を行ってまいりました。 

検討委員会における議論の中で、例えば学科の縦

割りについては、デュポン株式会社前名誉会長の天

羽委員から、工学系でも特化された分野や細かい分

-13-



 
 
 

野に入り過ぎて、全体のシステム観を持って見る人

がいない、といったご意見、みずほ証券株式会社取

締役副社長の幸田委員から、現在の分野毎の縦割り

やタコ壺化への対策を横断性、柔軟性のようなこと

で対処していくのはもう待ったなしの状況ではない

か、といったご意見、株式会社日立製作所取締役の

中村委員から、大学にいる間にもっと多様性を理解

することや、分野が変わっていくということを学生

に理解させなければいけないと思う、といったご意

見がありました。 

 また、検討委員会の下に、工学系教育の在り方に

関する調査研究ワーキンググループを置き、具体的

な検討はワーキンググループで行いました。検討に

当たり、現場の意見を聞かなければいけないという

ことで、産業界の中堅クラスの研究者、技術者の方

にヒアリングを行いました。 

 その一部をご紹介しますと、化学系の方（Ａ氏）か

らは、教室や実験で学んでいることがどのように社

会とつながっているのかイメージが湧かなかったと

いうこと、就職してから大学で学んだことは大事で

あると気づき、自宅にあった教科書を改めて一から

見直して勉強したということ、専門の授業はもちろ

ん大事だが、歴史・経済・政治等、過去も含めた時代

背景を理解した上で社会に出ないと、専門しか知ら

ない人は国際社会に出たときに苦労する、というご

意見がありました。 

 建設系の方（Ｂ氏）からは、土やコンクリートの設

計や実際に施工する上での安全性の確保など業務に

直結するものに関して、大学での基礎工学的な知識

が役に立っているということ、実務と大学の専門的

な授業とに距離がある、大学と社会がうまくリンク

していけば良いということ、もう一度大学に戻ると

すれば、所属している設計という部署で技術的なも

のを掘り進めてエキスパートとなる道と会社の経営

や工事を管理するといった経営に関する道がある、

というご意見がありました。 

 化学系の方（Ｃ氏）からは、学部では基本的な無機

化学、分析、有機、化学工学などの基礎を勉強した、

そういった学問は今の研究をする上で思考のベース

になっているので非常に有用であるということ、材

料系の開発をしているが、大学時代に履修できる科

目に材料工学がなかった、概論でもいいので学ぶ機

会があれば、研究生活や今の会社生活で入りやすか

ったということ、大学の研究と会社では安全に対す

る考え方がかなり異なり、会社では非常に厳しいと

いうこと、知財は非常に重要であり総論を知るだけ

で有意義であるということ、学問が細分化されすぎ

ていて総合的な授業がない、といったご意見があり

ました。 

 電気機器系の方（Ｅ氏）からは、大学で学んだこと

が直接仕事につながったというよりも、研究する上

での数学的あるいはデータを解析する上での手法論、

問題発見と問題解決する上での上位概念の考え方が

仕事に役に立ったということ、特定技術分野だけを

追求すれば、長年同じ仕事が続くということはない

時代になってきているため、大学で２分野ぐらいは

研究をしておきたかったということ、大学では教育

内容については教えてもらえるが、その先にどうい

う社会貢献があるかまで教えてもらえない、といっ

たご意見がありました。 

  

 

図 23 

 【図23】は、工学教育改革の具体的方策のイメー

ジ図です。現状では、学部４年、修士２年、博士３年

や、学部４年、修士・博士５年一貫制が既存体制とし

てあります。それに加えて、学部・修士６年一貫、博

士３年までの９年も含めて、一貫教育を行う体制の

構築も可能にしたいということです。まずは基礎教

育をしっかりやって、各分野に横串を通した情報教

育の強化と、専門分野毎に情報教育を取り入れる必

要があるということです。 

「社会・産業界における必要とする人材のトレン

ド」とありますけれども、図の横軸は時間です。分野

は時代によって隆盛したり衰退したりしますが、そ

ういう変化に対応できる人材を育てるには、基礎教

育の強化と、分野横断的な、他分野を理解する教育

が必要ということでございます。工学共通基礎教育

の強化とともに、６年一貫教育によって専門分野に

も情報教育を取り入れ、異分野との融合を図ってい

くということです。工学教育改革は、学生が主体的

に学べる環境を確立するとともに、出口を見据えた

教育システムに転換していきたいということでござ

います。また、学位プログラムを導入しやすくする
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という意味でも、他の研究科の先生方に教育に参画

しやすい仕組み、エフォート管理によって、学内ク

ロス・アポイントメント制度を確立することに取り

組んでいきたいと考えております。 

 

 

図 24 

 【図24】は検討委員会における中間まとめの概要

でございます。今までは一つの分野を深く学ぶモデ

ルが成功体験となってきましたが、今後は、ＡＩ、ビ

ッグデータ、ＩｏＴ、ロボットなどSociety5.0、そ

してその先の時代に対応し、我が国の成長を支える

産業基盤強化とともに新たな産業の創出を目指す工

学の役割を再認識して、それらを支える人材を育成

するための改革を行っていきたいということでござ

います。 

 輩出すべき人材像としては、短期、中期、長期への

戦略への対応を意識した人材です。スペシャリスト

としての専門性の深い知識と同時に、ジェネラリス

トとしての幅広い知識・俯瞰的視野を持つ人材、分

野の多様性を理解し、異分野との融合・学際領域の

推進に合った人材、自律的に学ぶ姿勢を具備し、原

理原則を理解する力、構想力、アイデア創出能力、問

題発見能力、課題設定能力、モデル化能力、課題解

決・遂行能力を持つ人材、また、「リアル空間」と「バ

ーチャル空間」を俯瞰的に把握できる人材を育成す

るということでございます。 

そのために講ずべき具体的施策ということで、６

つの柱がございます。工学部の改革を先導役として

成果を他分野へ波及させていきたいと思っておりま

すが、学科ごとの縦割り構造の抜本的見直しによる、

学科・専攻の定員設定の柔軟化といったこと、学士・

修士の６年一貫制などの教育年限の柔軟化、これに

よって６年一貫制度創設、学内クロス・アポイント

メントを導入しやすくするといったこと、主たる専

門に加えた副専門分野を修得させるということで、

メジャー・マイナー制の導入といったことが提言さ

れております。また、工学基礎教育の強化として、基

礎教育のコア・カリキュラムの策定が提言されてお

り、工学部の学生であれば最低限学んでおく必要が

あると考えられる科目を例示しています。また、情

報科学技術の工学共通基礎教育強化と先端情報人材

教育強化といったことも大変重要でありますし、産

学共同教育体制の構築も図っていく必要があるとい

うことでございます。 

 現在、中間まとめを踏まえ、具体的な制度設計に

ついて文部科学省の有識者会議において検討を行っ

ております。主な論点としては、１つ目は、学科・専

攻定員設定の柔軟化と学位プログラムの積極的な導

入へ向けての検討、２つ目は、学部段階における工

学基礎教育の強化（最低限の基準設定）に向けて、コ

ア・カリキュラムの策定方針の検討、３つ目は、学

士・修士６年一貫制教育システム創設に向けての検

討、４つ目は、メジャー・マイナー制及びダブルメジ

ャー制の導入に向けての検討、５つ目は、産業界と

の教員人事交流促進等を含めた産学連携の強化に向

けての検討です。年度内には具体的な制度見直しの

検討を取りまとめて、制度の改正に結びつけたいと

考えております。工学系教育改革においては、メジ

ャー・マイナー型やダブルメジャー型の学位プログ

ラムを導入した先導的な教育プログラムの開発、教

員の意識改革や教育評価制度の確立といった取組を

進めていきたいと考えておりますが、教育課程に幅

と深さといったものをどのように取り込んでいくか

ということが、重要な点かと思います。 

 

 数理・データサイエンス教育強化、Society5.0に

対応した高度技術人材育成についてでございますが、

付加価値を生み出す競争力の源泉が「モノ」や「カネ」

から「ヒト（人材）」、「データ」である経済システム

に移行し、ＩＴを駆使しながら創造性や付加価値を

発揮し、日本が持つ強みを更に伸ばす人材の育成が

急務であるということで、人材が不足しているサイ

バーセキュリティ人材やデータサイエンティストと

いった人材育成のために、大学における産業界のニ

ーズに応じた人材を育成する取組を支援することと

しています。enPiT（エンピット）と呼んでいる事業

がありますが、これは、ビッグデータ・ＡＩ、セキュ

リティ、組込みシステム、ビジネスシステムデザイ

ンといった４分野で実践的教育を推進する取組を行

っています。また、社会人学び直しの推進も重要で

あることから、社会で活躍するＩＴ技術者の学び直

しを推進する enPiT-Pro という事業を今年度から進

めているところでございます。また、新たにデータ
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サイエンティスト育成事業に取り組んでいきたいと

考えております。 

  

 次に、政府諸会議の動向でございます。未来投資

会議では、さまざまな議論が行われていますが、第

４次産業革命（Society5.0）、イノベーションといっ

た検討テーマの中に、工学教育改革も取り上げられ

ているということでございます。 

 平成 29年 5 月 12 日の未来投資会議においては、

安倍内閣総理大臣から、「学科の縦割りを越えた工学

教育を広めるなど、大学教育を新たな時代のニーズ

に合ったものにしてまいります」といったご発言が

あったところでございます。また、平成 29 年 11 月

17日の未来投資会議においては、株式会社ディー・

エヌ・エー代表取締役会長の南場委員から、工学教

育改革が重要、イノベーションを起こす人材を育て

られる教育とし、ベンチャー企業家を育てていくべ

き、といったご発言があったところでございます。 

 地方創生の関係でございますが、18歳人口につい

て、平成 45 年の推計値を見ますと、平成 27 年と比

較し全国で約20万人減るのですが、甲信越静のブロ

ックでは平成 27 年の 18 歳人口から、約４分の１減

少するといった推計値がございます。このような状

況を踏まえ、政府の「地方大学の振興及び若者雇用

等に関する有識者会議」において、平成29年5月に、

「地方創生に資する大学改革に向けた中間報告」が

取りまとめられたところでございます。例えば、大

学改革の方向性として、地方の特色ある創生に向け

た地方大学の対応ということで、「特色」を求めた大

学改革・再編、生涯学習・リカレント教育への貢献、

地域のシンクタンクとしての機能も求められている

ところです。取組の方向性として、地方大学の振興

の関係では、地方大学が、産官との間でコンソーシ

アムを構築し、地域の中核的な産業の振興とその専

門人材育成など、地方創生の視点に立った振興計画

を策定することなどが提言されているところです。

また、地方における雇用創出及び若者の就職の促進

を図るため、地元企業と地方大学のコンソーシアム

の構築や、地域のニーズに応じたインターンシップ

を促進することも提言されています。 

 「人生 100 年時代構想会議」でございますが、全

ての人に開かれた教育機会の確保、何歳になっても

学び直しができるリカレント教育や、これらの課題

に対応した高等教育改革などが主要なテーマになっ

ていまして、今までの高校を卒業して大学に進学し、

就職して定年を迎えるといったキャリアプランだけ

ではなく、社会人になっても大学と社会を行き来す

る社会にしていくための施策が検討されているとこ

ろです。 

 

 次に、その他関係施策でございますが、卓越大学

院については、各大学が自身の強みを核に、国内外

のトップ大学・研究機関・民間企業と組織的な連携

を行い、世界最高水準の教育力と研究力を結集した

博士課程学位プログラムの構築・実践を通じて、人

材育成・交流、及び新たな共同研究の創出が持続的

に展開されるハブを形成し、高度な「知のプロフェ

ッショナル」すなわち、あらゆるセクターを牽引す

る卓越した博士人材を育成していくこととしていま

す。 

 高等専門学校（以下「高専」という。）は、中学卒

業後の 15 歳から５年一貫で技術者教育を行う高等

教育機関です。新たに、理工系大学等の共同教育課

程の設置を支援することとしており、深化する専門

分野、他分野との融合・複合的研究、高度化・複雑化

する知財分野等、高専単独では対応が困難な分野を

中心に、高専の専攻科において、技術科学大学や地

域の理工系大学等との共同教育課程を設置できるよ

う、検討を進めております。 

 

 社会人の学び直しについても触れておきたいと思

います。社会人の学び直しに関しては、先ほどご説

明申し上げた人生 100 年時代構想会議でも主要なテ

ーマとなっております。平成 29 年度における大学

（学士課程）の入学者全体に占める社会人の割合は

2.4％、大学院の入学者全体に占める社会人の割合は

17.5％という状況です。これは、諸外国と比べて、25

歳以上の学士課程への入学者の割合、30歳以上の修

士課程への入学者の割合で見ても、社会人入学者の

割合は低い水準にとどまっていると言えます。【図25】 

 
【図 25】 
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図 26 

【図 26】社会人の学び直しを促進する制度として、

「職業実践力育成プログラム」（Brush up Program 

for professional(BP)）認定制度がございます。こ

れは社会人の学び直す選択肢の可視化、大学等にお

けるプログラムの魅力向上、企業等との理解増進を

図り、厚生労働省の教育訓練給付金制度とも連携し

て社会人の学び直しを推進していくもので、大学等

における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・

専門的なプログラムを文部科学大臣が認定しており、

現在 180 課程が認定されています。認定に当たって

は、正規課程及び履修証明プログラムであることや、

総授業時数の一定以上、５割以上を目安としていま

すが、①実務家教員や実務家による授業、②双方向

若しくは多方向に行われる討論、③実地での体験活

動、④企業等と連携した授業のうち、２つ以上の教

育方法による授業で占められていること、また、社

会人が受講しやすい工夫の整備がなされていること

などを認定要件としているところでございます。 

 また、学び直しに関する調査結果を見ると、大学

等に教育環境面で特に実施してほしいこととして、

「夜間、土日、休日等の社会人に配慮した時間帯で

の授業を開講していること」の割合が最も高く、次

いで「短期間で修了できるコースを充実させること」

に対する関心が高くなっております。学び直す際の

障害要因として、学び直しを経験したことのない社

会人に対するアンケート調査では、「費用が高すぎる」

と回答した人の割合は37.7％、「１年未満の短期間で

学べる教育プログラムが少ない」と回答した人の割

合は8.7％となっております。履修証明制度等の改善

すべき点として、より短時間での修了が可能となる

制度とすべきであると回答した人の割合は19.8％で

した。（出典：社会人の大学等における学び直しの実

態把握に関する調査研究（平成27年度）） 

 最後に、知的財産教育について、ものづくり分野

でも重要であり、ブランディングの重要性が言われ

ておりますが、知的財産に関する教育の推進も課題

となっています。大学における知的財産に関する授

業科目の開設状況（出典：文部科学省「大学における

教育内容等の改革状況について」）を見ると、近年増

えてきていますが、平成26年度においては、国公私

立合わせて学部段階では約48％、研究科段階では３

分の１程度にとどまっていまして、大学の取組を促

していく必要があると思います。大学における知的

財産教育の事例として、山口大学では、知的財産教

育を学部レベルで必修化する取組が行われているこ

とをご紹介いたします。 

私からのお話は以上とさせていただきます。ご清

聴ありがとうございました。 
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